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原子力損害の賠償に関する法律と原子力基本法、
及び、核廃棄物処理場について
日 向　健
Ⅰ　はじめに
2011 年３月の東北大震災、福島原子力発電
所事故は、言うまでもなく巨大な被害をもたら
した。しかし、その対策は関東大震災の時とは
異なり大幅に遅れた。事業者である東京電力（以
下、東電）が賠償・除染を目指し全従業員の１
割に当たる 4000 人体制で福島に「福島復興本
社」を設置すると発表したのは 2012 年 11 月２
日であった。事故後、１年８カ月近く経過して
いる。しかもこの「本社」が設置されるのは
2013 年１月とのことである１。
では、なぜこのように遷延したのであろうか。
また、震災、原発事故の巨大さを考慮すれば事
業者である東電は免責ではなかったか。そうで
あるなら東電は清算し直ちに国家管理に移し政
府が「主体」となって事故処理、賠償の責に任
ずるべきではなかったか、という疑問は、誰で
あれ考えるであろう。事実、事故当時、与謝野
馨経済財政担当大臣（当時）はそのように措置
しようとしたが果たせなかった、と述べている。
これは何故であろう。この点についての解説と、
2012 年６月の原子力基本法附則の改正につい
て説明して、上述の疑問に解答を示そう。また、
核廃棄物処理場について、2011 年上田ボーン
賞を受賞した毎日新聞の会川記者の一連の報道
を紹介する。これは前者と異なり法文の変更で
はなく database が利用しにくくなっている例
として、である。
Ⅱ　「原子力損害の賠償に関する法律」
（以下、原賠法）
原賠法の成立過程。1961 年に成立・施行さ
れた同法は、昭和 33 年原子力委員会に原子力
損害の補償に関する専門部会を設けて法律案要
綱の審議を委嘱した。責任者は我妻栄で、その
答申にもとずいて政府の責任で２つの法案を立
案し、１つは 1960 年に国会に上程され、継続
審議となり、もう１つは 1961 年国会に上程さ
れ、両方とも可決成立、同年施行された。原賠
法と原子力損害の賠償補償契約に関する法律で
ある。原賠法第３条４条では以下のように規定
している。
第３条　原子炉の運転等の際、当該原子
炉の運転等により原子力損害を与えたと
きは、当該原子炉の運転等に係る原子力
事業者がその損害を賠償する責めに任ず
る。ただし、その損害が異常に巨大な天
災地変又は社会的動乱によって生じたも
のであるときは、この限りではない。
第４条　前条の場合においては、同条の
規定により損害を賠償する責めに任ずべ
き原子力事業者の以外の者は、その損害
を賠償する責めに任じない。
この第４条は原子力 Plant の設計・製造事業
者を免責しているわけである。
国の援助と救助等を規定する、16 条、17 条
は（国の措置）を以下のように規定している。
第 16 条　政府は、原子力損害が生じた
場合において、原子力事業者が第３条の
原子力損害の賠償に関する法律と原子力基本法、及び、核廃棄物処理場について（日向　健）
－ 44 －
規定により損害を賠償する責めに任ずべ
き額が賠償措置額をこえ、かつ、この法
律の目的を達成するため必要があると認
めるときは、原子力事業者に対し、原子
力事業者が損害を賠償するために必要な
援助を行うものとする。（下線は日向。
下線部が今回の福島原発爆発事故の処理
で重要な意味をもった。元来、補償の限
度額を規定してあるが、補償額がそれを
超えた場合、政府がその補償を行う、と
いう趣旨なのだ。）
福島原発事故の後、原子力損害賠償支援機構
法案が国会に上程され（2011 年５月 14 日）、
審議された。この法律では国が電力会社を「援
助する」というあいまいな表現になっている。
これでは国が賠償の責に任ずるのか否かはっき
りしない。「原賠法」第３条では例外として「異
常に巨大な天災地変又は社会的動乱」の場合に
は「免責」、つまり「この限りではない。」とし
ている。事業者が免責ならば、国がその賠償の
責に任ずるほかない。ただ第 16 条で国は「必
要な援助を行う」、としている。我妻栄はこの
ようなあいまいな法案を作成したのであろう
か。そうでないことは後述する。
では当時（2011 年）経済財政担当の与謝野
大臣は事業者である「東電」の免責を主張した
が、与謝野大臣は、なぜ、その主張を撤回した
のか。与謝野大臣の主張に対して枝野官房長官
（当時）が「法改正しない限り、そういう解釈
は無理です」と主張した。つまり、与謝野氏が
主張を撤回した理由は「国は被災者の補償はし
ないから、東電を免責すると賠償の主体がなく
なっちゃう。財務省にそう言われてね」と記者
（毎日）に答えたという２。法改正をしなけれ
ば賠償主体が存在しなくなってしまうわけであ
る。官房長官の主張もこのことを言っていると
思われる。
原賠法第 16 条の先に示した下線部、「援助」
を行うという部分が問題なのであることが分か
る。元来、我妻専門部会の原案では、アメリカ
の例に鑑み、限度額を超えた損害は政府が補償
する、となっていた（「万一の場合は、国家補
償が必要」となっていたという）、大蔵省と法
制局が認めなかったようだ、と伊東光晴氏が指
摘している３。
さてでは、「異常に巨大な天災地変」とはど
の程度のものか。1960 年５月 18 日衆議院科学
技術振興特別委員会で、議員の質問に、中曽根
科学技術庁長官は原賠法第３条について、こう
答弁している。「この意味は、関東大震災の三
倍以上の大震災、あるいは戦争、内乱・・・・」
と。2011 年３月の大震災は、どうか。伊東氏は、
専門家の助言を得て、関東大震災の 40 倍以上
で、中曽根長官の言う３倍をはるかに超えてい
る。したがって、事業者は免責、賠償の責に任
ずるのは、国と自治体ということになる、とし
ている４。ではなぜ、そうならなかったのか。
１ 「ジュリスト」1961.10.15（No.236）
「ジュリスト」1961.10.15.（No.236）に「座
談会　原子力災害補償をめぐって」とい
う記事が掲載されている。出席者は、我
妻栄、鈴木竹雄、加藤一郎、井上亮（通
産省炭政課長、前原子力政策課長）、福
田勝治：日本原子力発電、堀井清章：日
本原子力事業、長崎正造：東京海上火災、
杉村敬一郎：大正海上火災）。この座談
会では、２つの法案（ともに 1961 年成立）
の成立について、であった。「原子力損
害の賠償に関する法律」（昭和 33 年６月
17 日法律第 147 号）と「原子力損害賠
償補償契約に関する法律」（昭和 36 年６
月 17 日法律 148 号）の２つの法律の事
である。出席者は、昭和 33 年に原子力
委員会に設けられた原子力損害の補償に
関する専門部会の委員であった５。井上
氏は事務局、この２つの答申案の取り纏
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め役。
我妻氏は、「異常に巨大な天災地変」という
文言は、「事業者は無過失責任といっても、こ
んなひどいときまで責任を負わせるつもりでは
ないという大原則を宣告しているものと僕は考
えていたのです。ところがそれが立場が逆にな
りまして、この部分は事業者も責任がないから
国家も責任がない、そして災害救助でやる。つ
まり伊勢湾台風と同じに取り扱うというので
す。その点、非常に残念で、こうなるのだった
らあそこでもっとかんがえておくべきだった
…」６。なお、同氏は、別の論文で、「原子力
損害が異常に巨大な天災地変又は社会的動乱に
よって生じたものであるとき、…国の措置は一
層冷淡である。第 17 条によって「政府は、…
被害者の救助及び被害の拡大の防止のための必
要な措置を講ずるようにする」ものとするとい
うのである。災害救助法の発動といくらも異な
らない。」と述べている７。第３条の例外規定
については、「なにもわざわざ補償はしない、
国の救助に信頼せよなどと国民に不安を与えず
に、国が補償すると気前よく出てもよいはずだ
ろう。それができないのは、原子力事業者に責
任のない事項について国が責任を持つことは考
えられない、という、答申［同氏がまとめた］
とは根本的に反した思想に立つからである。」
と述べている８。このようになった経緯につい
て井上氏は、こう述べている。1961 年に成立・
施行された２つの法律については、「原子力事
業の健全な発達に資する」ことと「被害者の保
護を図る」ことを両立させねばならない。「被
害者の保護を図ると同時に原子力損害賠償の責
任を持つ原子力産業の経営が破綻する虞れのあ
るような形の賠償措置では困るので、この法律
の立法趣旨は、被害者の保護を図るということ
と原子力事業の経営を健全に育てていくという
趣旨をいかして損害賠償が完全に行える体制を
作ることが必要だと考えていたわけでありま
す。」とのべ相矛盾する目的を追っていること
を指摘し、「当初関係官庁の担当官は、原子力
事業の健全な発達に資するために国が助成措置
を講ずることはできるけれども被害者の保護を
国が直接責任を負う形で図るということはでき
ないと主張された。由来日本の財政支出の考え
方、国の財政支出面における役割としては、第
三者たる被害者に対して直接損害賠償責任を国
が負って支払うというような前例は明治以来な
い。このような前例を作ることは他の産業災害
についても波及し、国の財政負担は厖大なもの
となる虞れのあることを懸念し、この法体系全
体を通じて、被害者の保護を図るという事は目
的の中に入れるべきではない。むしろ原子力事
業の健全な発達に資するという立場から、国が
事業者に対して損害賠償が経営を破綻させるこ
となく行われるように援助するというような思
想であるべきだ。（下線は日向）その援助の過
程を通じて事業者が被害者に賠償支払いができ
るようにすればいいではないかというような考
え方があったわけであります。」と苦衷を述べ
ている９。しかし、井上氏は諸外国の立法趣旨
をみても「第一に挙げられているのは公衆の保
護である。」事を指摘し「国家の経済政策の要
請によって、原子力産業が必要だ、政府もこれ
を将来のエネルギー政策の中核とするため育成
することに国の方針として決定している場合
に、その産業を操業していく過程に不幸にして
生ずる災害に対して被害者の保護について十全
を期しえない限り、原子力産業は立地問題でま
ず行きづまり、周辺住民との紛争も絶えず、安
定して成長しないという考え方を私どもは持っ
ていましたので、どうしてもこの目的の中に被
害者の保護をはかるという言葉が入らないと、
法の体系をなさないと考え、主張を繰り返し立
法の最終段階でこの「被害者の保護を図り」と
いう言葉が入ったわけであります。」と述べて
いる。我妻氏の答申案には政府部内で強い反対
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があったことが知られる 10。国の財政支出につ
いて明治以来の例を挙げていることから、これ
は大蔵省の意向であったと思われる。伊東氏が
内閣法制局も上げているのは別の情報を得てい
たためであろう。
原賠法については、２で述べたように我妻氏
の原案には反対があり第３条の例外規定につい
て「援助」という曖昧な文言になった。そして、
我妻氏が、ジュリスト 1961 年 10 月 15 日号の
座談会と、その座談会の記録の前に付した自身
の文章で嘆いたように、現実に成立した原賠法
では、趣旨が逆転した。それは、我妻専門部会
の事務局担当であった井上氏が述べている通り
であった。原賠法成立から 50 年後、この変更
が意味をもった。
この原子力発電についての「国策民営」方式、
伊東氏の言い方では、「国策・パートナー」方
式 11、は枝野官房長官（当時）が与謝野大臣に
反論せざるを得ない条件をもたらしていた。枝
野氏がそのことをどう意識していたか。原子力
発電所建設について、そのための社債（電力債）
発行の問題からみると、同質の構造が現れる。
それはどういうことか。
旧商法では、「一般企業に対して、債権者保
護を理由に純資産額、または資本金と資本準備
金を合計した額を超える社債の発行を禁じてい
たが、電力会社は例外的にその２倍まで発行が
みとめられていた。」。「1976 年６月４日、に特
例法が施行され、電力債の発行枠は４倍に拡大
された。」「2010 年度の東電の売り上げは５兆
円あまりだった。一方、北海道、北陸、四国の
３電力は 6000 億円以下で、最も少ない北陸電
力は 4941 億円だった。」この３電力で原発が１
基でも福島のような事故を起こせば、結果は明
白である。しかも、こうした電力債発行を認め
てきたため、2011 年３月現在で 54 基あった国
内原発のうち、発行枠が拡大された 1976 年以
降に建設が認可された原発は 33 基であった。
「1993 年の商法改正で社債の発行枠が撤廃され
るまで優遇は続き、この間、電力債の発行残高
は増加。1998 年をピークに漸減しているもの
の、トップの東電は現在約５兆円あり、日本の
社債市場の８％を占める。」問題は、「電気事業
法は、電力債の債権者が優先的に返済を受ける
権利を認めているため、賠償請求権を持つ被災
者への賠償支払いより電力債を保有する銀行な
どへの返済が優先される。法的整理をすれば、
ほとんどの資産が社債の返済に充てられ、賠償
金や廃炉のための費用が失われかねない―――
というのが政府の見解だ。」これは電気事業法
を改正しなければ、変えられない。「政府」と
いうのは「明治以来の財政支出の原則」を述べ
た官庁の事を、この記事の記者はいっているの
であろう。政権が交代しても、電気事業法がそ
のままなら、同じことなのであるから。従って、
枝野経産相が、「東電は法的整理をしたほうが
いいと思っている」と述べるが「どうしてもひ
っかかるのは電力債です。」というのも上述の
理由からである 12。
Ⅲ　原子力基本法
では原子力基本法の場合はどうか。これは
2012 年６月 15 日に法案が国会に出て、20 日に
成立している。与野党対立のはなはだしいにも
関わらず、である。増税についての３党合意の
陰であまり目立たなかったが、原子力基本法そ
れ自体ではなく、別の法律の「附則」で原子力
基本法の改訂を実現した。それは原子力規制委
員会設置法である。規制委員会の成立は喫緊の
重要事なのだから、成立を急いだのには理由は
ある。注目されたきっかけは、法案成立当日の
６月 20 日、参議院環境委員会で民主党議員の
質問による、という 13。質問者は、議案が渡さ
れたのが 15 日で、修正部分の新旧対照表もな
い文書だったとのこと。以下、同紙から引用す
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る。「改訂は自民党主導だが、３党合意直後の
14 日夕、自民党の合同部会で配られた法案要
綱に焦点の文言は見えない。同党政調のベテラ
ンも経緯が分からない」と言っていたとのこと。
問題の文言、基本法２条に第２項を附加したも
のであった。「安全保障に資することを目的と
して」という文言がそれである。自民党の議員
は、改定の目的は、「原発の安全、軍事転用を
防ぐ国際原子力機関の保障措置、原発テロの防
護を規制委員会に一元化することです。」と答
えている。日本では東京新聞 2012.6.21. 韓国外
交通商省、副報道官が注視している、と述べた
とのこと。核拡散防止条約や日米同盟を考慮す
れば、「毎日」記者の書き方は少々大袈裟かも
しれない。７月２日にも解説と簡単な続報があ
る。立法や法改正過程の技術的知識なしには記
述が分かりにくく錯綜している。念のため、原
子力基本法第２条と附則をあげておく。
第二条　原子力利用は、平和の目的に限
り、安全の確保を旨として、民主的な運
営の下に自主的にこれを行うものとし、
その成果を公開し、進んで国際協力に資
するものとする。
２　前項の安全の確保については、確立
された国際的な基準を踏まえ、国民の生
命、健康及び財産の保護、環境の保全並
びに我が国の安全保障に資することを目
的として、行うものとする。（昭 53 法
86・平 24 法 47・一部改正）
Ⅳ　使用済み核燃料の再処理及び最終処
分場について
原子力発電の原価については諸説ある。石油
や石炭の価格もウラン鉱石の価格も変化する。
そこで、エネルギー収支をみると、アメリカの
ERDA（エネルギー省の前身）のデータがある。
電力を 100 産出するのに石油と電力を 26 投入
するという。約４である。しかも、かなり甘い
条件で、計算している。チェルノブイリ、スリ
ーマイル事故のような事故は起こさず（起こせ
ば、その処理にいくらエネルギー・コストかか
るか不明）廃炉費用も大型商業炉については例
がないので不明、これらはゼロとして計算する。
さらに多くのコスト要因を無視して計算した場
合の結果がこれである 14。石油や石炭に比べ低
率である。まして Shale Gas の開発が、現在急
速に進行している。アメリカはエネルギー輸入
国から輸出国に変わるだろう。もっとも Shale 
Gas を輸出させず、安価なエネルギーの国内供
給によって国内産業の競争力強化を目指す政策
を採用するようだ。また、アメリカ政府は
2012 年になって、２件の原発新設計画を認可
したが、アメリカ原子力規制委員会 NRC は使
用済み核燃料の取り扱いに関する新指針を策定
するまで、原発の新設、運転期間延長を認めな
いと決定した。どの程度遷延するか現在、不明
である。さらに、最終処分場をネヴァダ州ユッ
カマウンテンに建設することになっていたが、
この計画は撤回され、アメリカも最終処分場が
決まっていない。世界中でフィンランド１国の
みオルキルオトに 2020 年稼働開始を目指し最
終処分場を建設中である 15。原発先進国、イギ
リス、フランスでも決まっていない。日本でも
決まっていない。
この問題について、毎日新聞の会川晴之記者
は 2011 年のボーン・上田記念国際記者賞を受
賞した。以下、同記者の一連の記事を見ていく。
現在（2012 年 11 月）同記者の書いた記事（Da-
tabase になっていた）を検索しても閲覧困難
になっているようなので。
東北大震災、福島第一原発事故の後、「核」
の問題に集中して取材をしているとき、アメリ
カの核専門家に取材したのだが、この人から「な
にも知らないモンゴルの人たちを助けてあげて
くれませんか」と言われ、モンゴル取材を始め
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た、という。以下の１、２…は、毎日新聞連載
の通し番号 16。
１：2011 年４月 22 日、ウランバートルでモン
ゴル外務省のオンダラ―交渉担当大使（当
時）にインタヴュ―した。この時、交渉の
経緯、狙い、処分場予定地などに話が及ん
だ。オーストラリアにも同様な計画がある、
と聞く、どんな情報でもよい、連絡をして
もらいたい、と依頼された。処分場を引き
受ける代わりに、原発を建設するという条
件であったという。その３候補地も取材し
た。モンゴル側にこうした条件を提示し、
最終処分場をモンゴル国内に建設する計画
を提案したのは日米両国だった。
2009 年５月６日、アメリカのシンクタ
ンクの２人と経済産業省の官僚がモンゴル
を訪問した 17。（以下は、注に示した site
から筆者が印刷したもので紹介している。
勿論、毎日新聞の 2011 年縮刷版を図書館
で閲覧すればわかるわけだが。）
モンゴルのバトボルド外相（当時）、ボ
ルド国防相ら政府要人へ彼らの提案。
ａ：使用済み核燃料の貯蔵施設の建設。国際機
関がこれを管理する。モンゴルの安全保障
に、これは役立つ。
ｂ：モンゴル南部ゴビ砂漠にあるウラン鉱山周
辺に、核燃料製造施設、原発、研究所、使
用済み核燃料貯蔵施設を建設、国際原子力
機関に管理をゆだねる。
２：フィンランドの場合はどうであろうか。
現在 2011 年の予定。使用済み核燃料の最終
処分場（オンカロ。隠し場所の意）予定地は、
フィンランド南西部にある、３キロ四方のオル
キルオト島中央部にあり、2020 年使用開始予
定。ここには既に２基の原発があり、さらに２
基増設予定である。最大１万 2000 トンの処分
が終わる 2120 年に地下の施設全体をコンクリ
ートで密閉する。
こうした最終処分場が建設に至ったのは、「初
めから徹底的に情報公開し、国民的議論をふか
めた」からだ、と雇用経済省エネルギー局次長
のフットネン氏はいう。ただし、他国のゴミは
引き受けない。
モンゴルの最終処分場建設計画は、会川記者
の報道後、モンゴル国内の各紙でも批判された。
しかし、エルベクドルジ大統領は 2011 年６月
６日訪米し、オバマ大統領と核開発計画推進で
の協力で合意した。
３：モンゴル政府は、この計画を断念し 2011
年９月下旬に日本政府など関係者に伝達し
たことが、14 日分かった。同様の計画は
2002 年オーストラリアでも世論の反発で
挫折していた。
計画は 2010 年９月、米エネルギー省ポ
ネマン長官がモンゴルを訪問し、交渉スタ
ート。日米モ３国交渉は毎日新聞が５月に
報道した。モンゴル政府は交渉自体否定。
９月 21 日モンゴル・エルベクドルジ大統
領は国連演説で「モンゴルに核廃棄物処分
場を建設することは絶対受け入れられな
い」とのべた。
４：英国ではどうであろうか。同国は世界最大
の余剰プルトニウム保有国である。この一
部を 2025 年までに着工を目指す地下最終
処分場に世界で初めて「核のゴミ」として
捨てる計画を進めていることが分かった。
年 2000 億円に上る管理費の負担が重く同
国の財政にかかっている。さらに Pu は核
兵器の原料であり、テロ対策からも懸念が
ある。使用済み核燃料の再処理施設も
2021 年までには段階的に閉鎖する予定。
最終処分場は作らざるを得ず、カンブリア
州に作るため地元と交渉中。
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Ⅴ　おわりに
中国は原発を、この 10 年で 60 基新設する計
画であり 18、他国でも新設計画はおおい。最終
処分場を唯一、決定し建設しているフィンラン
ドでも増設するという。しかし、使用済み燃料
の再処理及び最終核廃棄物の処分方法も確立し
てはいない。フィンランド当局者も認めている
ように、最長 10 万年（10 万年以前、地球には
ネアンデルタール人が生きていた頃である）安
全に、つまり人間の生きている環境に出てこな
いように保管せねばならない。原発は、こうし
た疑問に答えうる技術であろうか。技術進歩は
期待可能であるし、一方人口は地球全体ではさ
らに増加する。とはいえはっきりしていること
はある。先に示した ERDA の試算で、原発の
エネルギー収支は４でしかない。石油、石炭火
力発電よりかなり低い。つまり経済性はない。
また、福島原発事故の除染・廃炉費用は試算と
はいえ数兆円から十数兆円に上る、という。北
陸電力の 2010 年度売上の 5000 億円弱と比べる
なら、結論は明確であろう 19。「ジュリスト」
1961 年 10 月 15 日号で井上氏が言っていた明
治以来の財政支出原則が明確に生きていること
も、また明確である。
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の人生と重なるこの時期をふりかえってこうのべ
ている（読売新聞、2012 年 11 月 24 日（土））。「一
番の問題は、いまだに誰も責任をとっていないこ
と。首相、東電社長が代わるレベルではなく、も
っと根源的な責任の負い方があるはずです。
アジア・太平洋戦争の敗戦処理では、日本人に
よる日本人に対する戦争責任の追及はついになさ
れなかった。それと同じことが今また繰り返され
ている。」太平洋戦争の敗戦処理については会田雄
次も同趣旨のことを述べていた。
